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[Abstract]   
This paper re-defines the concept of “knowledge ecosystem” on which researchers of ecology and Internet governance are 
recently focusing.  Knowledge ecosystem is conceived in this paper as the collaboration among three kinds of actors from 
different layers in World System.  This paper explains why problem solving through the ecosystem is appropriate in 
responding to rapidly changing  global society. 
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1. はじめに 

 

情報社会の進展にともなって、一方では情報通信サービスのグローバルな展開や産業技術の標準化が進むと同

時に、他方では新しい産業企業や NPO・NGOがつぎつぎと生まれている。情報通信サービスのグローバルな展開

や産業技術の標準化は世界システムにおけるフラット化の動きであり、新しい主体の登場とその相互作用は世界

システムの多様化の源泉になっている。このような諸主体とその相互作用をあらわすために最近、何人かの研究

者が情報と知識のエコシステムという概念を提起している。本稿ではこのエコシステムを世界システムにおける

3層の諸主体の協働関係として定義して検討したい。本稿の主張によれば、現在の世界システムの状況は特有の

複雑性をもっており、これに適切に対応するためには、組織の情報処理の観点から、ここでいうエコシステムの

形成が不可欠である。この主張は最近の問題解決についての多様性の研究からも裏付けることができる。このた

めにまず情報と知識のエコシステムという概念の由来を説明し、次にこの概念を情報社会学でいう社会システム

（＝近代世界システム）のなかに位置付ける。エコシステムは本来、生物学・生態学の用語である。これを社会

現象にあてはめるためには、鍵となる概念の特定化やシステムの形式、類比（アナロジー）による思考法につい

ての検討が必要になる。 

 

2. 概念の由来 

 

Manring は 2007 年の論文で、生態系管理のネットワークに対する研究領域横断的なモデルの価値を強調し、

エコシステムを人々の利害、諸組織および自然環境が分かちがたく結びついた場（places）と定義した。1 Manring

によれば、生態系管理では社会の諸活動と自然環境を一体として考える必要がある。また政府や自治体、企業、

NGO・NPOなど多くの主体が連携した学習する組織＝ネットワークとして生態系を管理する考え方が有効になる。

このように自然環境と社会システムを全体として捉え、また情報や知識の共有化（相互説得／通有）を契機とし

て考える政策的な立場から、ここでいうエコシステムの概念が提起されたと考えることができる。2 

この概念を他の社会領域に適用したのが、Levinsonと Smithの 2008年の論文である。3 この研究ではインタ

ーネットのガバナンスに関するグローバルな制度の分析にエコシステムの概念を用いている。具体的には

Internet Governance Forum（IGF）をめぐる政策決定のダイナミクスが分析の対象になっている。Levinson と

Smith によれば、IGFはマルチステイクホルダリズムと多様な主体間の知識の共有化過程に特徴がある。インタ

ーネットのガバナンスの特徴は、インターネット・コミュニティのメンバーが独自の活動としてガバナンスを形

成したことである。たとえば2005年 6月に Working Group on Internet Governance (WGIG）が国連の世界情報

社会通信サミット（World Summit on the Information Society: WSIS）に提出した報告書はインターネットの
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ガバナンスを次のように定義している。 

 

インターネットのガバナンスとは、政府、民間部門および市民社会が、各々の役割を分担しながら、共通の

原理、規範、規則、決定手続きおよびプログラムの開発と運用を通じて、インターネットの進化と利用を形

作ることをいう。 

Internet governance is the development and application by Governments, the private sector and civil 
society, in their respective roles, of shared principles, norms, rules, decision-making procedures, and 
programmes that shape the evolution and use of the Internet. 4  

 

最近、多様な主体の協働関係の有効性を社会現象で実証した研究が見られる。ハウは多様な主体からなるコミ

ュニティを活用した情報生産をクラウド・ソーシングと名づけた。5 クラウド・ソーシングの鍵になるのはオン

ラインコミュニティの進化である。インターネットと安価なツールの普及によって、オンラインコミュニティの

もつ効率的な組織性と経済的な生産性は、情報生産については産業企業に比肩するものになっている。たとえば

Linuxや Apacheといったオープンソース系はクラウド・ソーシングの典型例であり、企業製品に伍して Webサ

ーバアプリケーションの太宗を占めている。リーとバーノフはソーシャルテクノロジーによる企業戦略の観点か

ら、類似の現象を取り上げている。6 両著者は、人々がテクノロジーを使って、自分が必要としている情報や知

識を企業や国家などの伝統的組織からではなく、お互いから調達するという社会動向がすでに大きな潮流にある

とし、これをグランズウェルと名づけた。 

 

3. エコシステムと多様な主体の特定 

 

それでは、このような研究に共通する主張は何だろうか。その主張を要約すれば、変化の著しい世界システム

の現状況により適切に対応するためには、ここでいうエコシステムすなわち異なる社会システム層にある諸主体

間の協働の仕組みが有効でありまた不可欠だということになる。この点を明らかにするには現在の世界システム

の成り立ちを理解する必要がある。情報社会学／世界システム論の枠組みによれば、現在の世界システムは、「図

1」に示すような三つの相互作用の場（層）の重畳関係から成り立っている。Working Group on Internet Governance

がインターネットのガバナンスの定義として用いた「政府、民間部門および市民社会」は、国民国家、産業企業、

情報智業（具体的には NGO・NPO）に相当する。 

 

 

 

 
「図１ 世界システムの三層構造と9種類の情報伝達」 
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山内、前田（2009）はこの図式に基づいて、（1）日本のナショナル･イノベーション･システム（NIS）の転換、

（2）新興資金国によるソブリン･ウェルス･ファンド（政府系ファンド）の形成、（3）政府によるインターネッ

トの政治的コントロール、の三つの政治課題（issue）について世界システム内の相互作用を分析した。場の創

発的パタン形成と諸主体による多重再帰的現象の実態を政治課題別に分析し、その結果をまとめたのが「表 1：

事例の総括」である。7 

それではこの 3 種類の主体はどのように概念化されるのだろうか。情報社会学の世界解釈によれば、この 3

種類の主体はグローバルな近代化の過程で社会システムに順次生じたものである。「図 1」は、16世紀以降の世

界システム（World System）を、技術的・社会制度的な革命を契機とする「国民国家⇔国際社会」「産業企業⇔

世界市場」「情報智業⇔地球智場」という三つの社会システムのグローバリゼーションの重畳（superimposition）

と、その相互調整作用として図式化したものになっている。8 言い換えれば近代化および近代世界システムとは、

この三つの世界的拡大（グローバリゼーション：three globalizations）と、そのシステム内・外の相互作用だ

ということになる。 

 

 日本のNI Sの転換 政府系ファンド 
インターネットの 

政治的コントロール 

世界システム内

相互作用の連鎖 

 

 

 

市場 

    国家    

         市場 

 

       国家 

智場 

      市場 

争点内容と争点

提起にいたる経

緯 

※戦後の科学技術政策、立

地政策、産業政策の行き詰

まりとネオリベラリズム

的政策の導入を通じた自

国企業の競争優位性の向

上 

※国土総合開発計画（国土

庁）や産業立地政策（通産

省）を通じた政策形成とそ

の転換 

※国際投資･ファイナンス

を通じた競争力強化に関す

る継続的な挑戦と既得権益

によるルール改正を通じた

掣肘 

※OECD輸出アレンジメント

における継続的な議論 

※ユニバーサルな情報基

盤の普及と独裁的ガバナ

ンス 

※商業サービスへの大規

模なフィルタリングや検

閲システムの導入、外国

企業の国内基準への適応

強制 

※国外からの対抗措置

（破網活動） 

暫定的に形成さ

れた合意内容と

合意に至る調整

の経過 

※総合科学技術会議や知

的･産業クラスターの形成

を通じた社会的知識生産

の非連続的転換 

※構造改革をともなった

多元的な産業国家におけ

る議会制代表民主主義に

おける政策形成 

※輸出アレンジメント･レ

ジームの修正 

※具体的にはタイド援助の

停止、輸出信用に関するセ

クター別合意など一連の調

整 

※政府系ファンドの戦略的

利用については議論継続中 

※相互のプロパガンダの

黙認と対立の継続 

※インテリジェンス活動

の強化 

「表1：事例の総括」 

 

このなかでまず「国民国家⇔国際社会」については、このシステム層の主体である主権国家（現在では国民国

家）の行動の要素となっているのは、相手の行動に変化を与えうる能力としての、さまざまな交渉力（negotiating 

power）──最終的には軍事力──であり、国際社会の場を形成しているのは、いわゆる国際レジーム

（international regime）、すなわち国際組織、条約や協定、合意といった制度と権力関係のネットワーク、言

い換えれば国際政治によるガバナンスの仕組みである。 

（Ⅱ)→（1）→（Ⅰ） 

→（1）&（2） 

市場 ‐国家‐ 

‐国家‐ 

（Ⅲ)→（4）→（１）&（3） （Ⅱ）→（1）→（Ⅱ）） 「図１」の流れ

市場 
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